予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　項：商工費　　目：商業振興費　　　
	事業名  ネットビジネス振興事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　商工労働部　　地域産業課　　県産品販売促進係　電話番号：058-272-1111（内3097 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11355@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　4,727千円（前年度予算額： 4,727千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	4,727
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,727

	要求額
	4,727
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,727

	決定額
	4,727
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,727


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・インターネットや携帯端末の普及を背景に、ＥＣ（電子商取引）市場は着実な成長を続けており、過去5年間で約1.6倍の伸びを示している。

・県では、楽天との包括連携協定（H21）以降、ネットビジネスの普及拡大を推進してきたが、今後とも成長が見込まれる当分野において、将来のＥＣ市場を担う人材の育成や、インターネット通販を活用した県産品等の販路拡大について継続的に支援する必要がある。
（２）事業内容
　　○「ぎふネットショップハイスクール」の開催
県内商業高校と連携し、複数校の生徒を対象に、ネットビジネスにおける商売の基本・ノウハウの講義と、商品開発からネット及び実店舗での商品販売など実際のネットショップ運営を通して、インターネットの可能性やネットショップの魅力、商売の楽しさと厳しさを学ぶ授業を実施する。

○「楽天市場」海外販売セミナー・海外Ｗｅｂ物産展の開催
近年急速に成長している海外ネット販売への県内事業者の挑戦を支援するためのセミナーと海外販売実践の場としての物産展を開催する。
○関係団体等との会議・勉強会の開催
楽天等の民間事業者、商工会議所等の関係団体や運営事業者等との間で、ネットショップの普及拡大について検討する会議・勉強会を開催する。
（３）県負担・補助率の考え方
　　　ネットショップ支援施策は、地域の商業力を高め雇用創出につなげる、県の経済対策及び地域活性化対策であり、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無
　　　無
　　

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	　576
	講師謝金

	旅費
	611
	講師費用弁償、関係者打合せ及び勉強会参加等に係る旅費

	消耗品費
	　　　2
	資料印刷代等

	委託料
	3,400
	物産展開催委託料

	使用料
	　138
	セミナー会場使用料等

	合計
	4,727
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　岐阜県成長・雇用戦略
　　　　６　戦略を推進するための基盤づくり　（３）販路拡大・海外展開
（２）後年度の財政負担
　　　５年を目途に当該事業の継続等について必要な検討を実施
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　ＥＣ市場の未来を担うネットビジネス人材の育成、インターネット通販を活用した県産品等の販路拡大など、ネットビジネスの普及拡大を推進することで、地域外消費を稼ぐ商業力の強化を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ぎふﾈｯﾄｼｮｯﾌﾟﾊｲｽｸｰﾙへの参加生徒数
	0名
（H23）
	54名
（H25）
	48名
（H26）
	34名

（H27）
	50名
（H28）
	68％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

○「ぎふネットショップハイスクール」の開催
・平成24年度から県内商業高校の生徒を対象に、ネットショップ運営を通じてビジネスの基本とノウハウを学ぶ授業を開催。
・平成27年度は参加校5校、34名で実施。
・平成26年度までは、オリジナル商品（ベーグル等）の企画、販売ページの作成を経てネット販売を実施したが、平成27年度は、新たな取り組みとしてネット上で資金調達を行うクラウドファンディングに挑戦。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

○「ぎふネットショップハイスクール」
参加生徒達が、ネットショップでの商品開発・販売から得た失敗・成功例を経験し、ビジネスの基本やノウハウを学ぶことで、地域における将来のネットビジネス人材を育成することができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　人口減少社会の到来により、消費規模や商圏内人口の縮小が想定される中で、ネットショップは居住地や立地店舗の商圏に左右されず、県外消費の獲得が期待できる成長分野であることから、ネットビジネスの支援事業は必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	・4年間の事業実施によりのべ178名の高校生がネットショップハイスクールに参加しており、人材育成の観点から着実な成果が上がっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　いずれの事業も、高等学校や楽天など事業関係者の十分な理解のもと、役割分担を決め相互に連携協力しながら実施しているため、効率化が図られている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　ＥＣ市場が著しく成長する中で、県内事業者からは人材不足の声が寄せられており、また成長に伴う出店店舗の増加により、店舗間競争の一層の激化も予測される。目まぐるしく状況が変化するＥＣ業界において、事業者の声を反映しながら時流に沿った事業を展開する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　ネットビジネスは大きな成長が見込まれる分野であり、地域で商売を続ける手段としても有効であることから、今後とも人材育成・販路拡大を中心としたネットビジネスへの継続支援が必要である。


